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レール底側部に発生した欠陥を検出するための 

漏洩磁束探傷による検討 

 

1．はじめに 

 レール損傷を引き起こす要因のひとつに「レール底部の腐食」があります．これに起因するレール損

傷を防止するために，鉄道事業者は目視検査による腐食程度の確認や超音波探傷で得られるレール腹部

幅直下の底面腐食量の測定によって保守管理をしています 1)．このうち，超音波探傷検査では，図 1 に

示すように，レール頭頂面に垂直探触子を設置します．これは，レール底部にレール締結装置が存在す

るため，レール長さ方向を連続的に探傷するにはレール頭頂面から超音

波を伝播させる必要があるためです．この方法はレール腹部幅直下を除

くレール底部領域が探傷不能領域となり，レール底部に発生する腐食に

よる減肉やき裂をすべて検知できないという問題があります．そこで，

現行の探傷システムでは検知できないレール底側部に発生した欠陥を検

知可能な手法として，レール底側部の上方に設置した非接触式センサに

て欠陥の有無による漏洩磁束の変化を検知する新しい探傷システムを提

案し，室内試験により基礎的な検討を行いました 2)ので，紹介します． 

2．漏洩磁束探傷法 

 現在一般的に用いられている非破壊検査手法のひとつに漏洩磁束探傷があります 3)．軟鋼や高張力鋼

などの強磁性体を磁化すると検査対象物に磁束の流れが生じます．これを遮るような欠陥が存在すると

図 2に示すように磁束の一部が表面に漏洩します．この欠陥からの漏洩磁束密度の分布と強度を磁気セ

ンサにて計測し，これを電気信号に変換して欠陥を評価します．従来

の漏洩磁束探傷を含めた磁気計測法は鉄鋼構造物の表面の欠陥を検出

する手法でした．しかしながら，近年では高感度な磁気センサの開発

と新たな信号解析法の提案により，鉄鋼構造物の表面のみならず，内

部・裏面の欠陥を検出できる手法として研究開発が進められ 4)，配管

やタンク等を検査する装置が製品化されています． 

3．腐食レールに対する新規探傷システムの提案 

 提案する腐食レールの新規探傷システムの構成を図 3に示し

ます．信号発生器およびコイル電源により任意の周波数および

大きさの交流電流をレール頭頂面に設置したコイルに流すこと

で，レールとコイルによる磁気回路を形成します．コイルに流

れる電流は電流計で計測します．そして，欠陥の有無やサイズ

の変化によって変化する空間の磁束密度をレール底側部の上方

に非接触の状態で設置する磁気センサで計測します．電流計お
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図 1 超音波探傷の 

探傷不能領域 

図 2 漏洩磁束探傷の原理 

図 3 新規探傷システムの構成 
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よび磁気センサの出力はデータロガーにより記録します．将来的

には，これらのシステムをトロリー等に搭載し，移動しながら探

傷することを想定しています．その際，レール締結装置と磁気セ

ンサが接触しないように，レールと磁気センサの離隔を大きくす

ることやミリメートルオーダーの欠陥検知が要求されます． 

4．室内試験 

 試験装置を図 4 に示します．コイルと磁気センサは，任意の 3

軸方向に移動可能な門型の治具に取り付けて，コイルはレール頭

頂面，磁気センサはレール底側部端部の直上とし，レール底面か

らの高さが 37mm離れた位置に設置しました．これは，レール締

結装置と磁気センサが接触しない距離です．レールは長さ 500mm

の 50kgN レールとし，3 号 PC まくらぎを模擬した試験ブロッ

クに設置することでレール締結装置を取り付けた状態での試

験も実施可能です．本試験ではレールの底側部に表 1および

図 5に示すような人工欠陥を加工しました．  

試験結果の一例として，コイルに印加した電流を 10Hz の

正弦波とし，レール締結装置がない場合に得られる欠陥形状

ごとのレール長さ方向の相対磁束密度分布を図 6に示します．

ここで，相対磁束密度とは，レール長さ方向位置が±90 mm

位置における磁束密度 p-p 値の平均値を 1 とした時の各位置

での磁束密度 p-p 値の相対値です． 同一試験体における欠陥

部と健全部との相対磁束密度の差は，欠陥なしで 0.01，底面

欠陥で 0.03，上面欠陥で 0.05，貫通欠陥で 0.07でした．これ

は，新品形状からの断面の欠損量が大きいほど，空気中に漏

洩した磁束の量が増加したこと，また，欠陥位置が磁気セン

サに近いほど，空気中に漏洩した磁束をより多く磁気センサ

で検知したことを示しています．以上より，レールと磁気セ

ンサの離隔が大きい条件であっても，欠陥の有無や欠陥形状

を判別できる可能性が示唆されました． 

5．おわりに 

 レール底側部に発生した欠陥を検知可能な手法として，欠陥の有無による漏洩磁束の変化に着目した

新たな探傷システムを提案しました．今後は，レール締結装置がある場合の評価や，トロリーに搭載し

た探傷システムによる実軌道での評価等を実施していきます． 
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図 4 試験装置 

表 1 人工欠陥の形状・寸法 

(a) 底面     (b)上面      (c)貫通 
図 5 人工欠陥の形状 

図 6 試験結果（相対磁束密度分布） 



施設研究ニュース No.422 2025.10.1 

3/8 

経験的予測手法による工事振動の予測事例 

 

１．はじめに 

 工事時に発生する振動の予測・評価は，周辺の鉄道施設や住宅への影響の把握に重要です．そこで，

本記事では工事振動の測定結果を示すとともに，経験的予測手法を用いた予測事例を紹介します．1),2)  

２．工事振動の現地測定 

 対象とした工事は大型の建設重機による整

地作業と土留め作業などで，油圧ショベルの

地面叩き（以下，P-1といいます），土落とし

（以下，P-2といいます），ブルドーザの往復

走行（以下，B といいます），サイレントパイ

ラーによる鋼矢板の圧入（以下，S といいま

す）の異なる 4種類の振動源による工事振動

を直線状に配置したセンサーで測定しました

（図 1）． 

 P-1，P-2および Sでは，図 1の X方向が半

径方向，Y 方向が接線方向です．一方，B の

場合，ブルドーザの移動範囲の中央を代表点

として，X 方向と Y 方向の回転処理を行い，

半径方向と接線方向としました．測定波形の

例として P-2 の波形を図 2に示します．これ

らは図 1に示した 2mから 37mのセンサーの

測定結果です．P-2 では，振動源近傍におい

て接線方向，鉛直方向，半径方向の順に最大

振幅が大きくなっています．P-1 の結果でも

同様の順序でした．また，振動源から離れる

と共に振動の振幅が減少する様子が見て取れ

ます．S と B の結果では，振動源近傍におい

て半径方向，鉛直方向，接線方向の順に最大

振幅が大きくなっていました． 

 図 1中の 22m測定点のフーリエ振幅スペク

トルを図 3に示します．3-40Hz帯域の振動が

大きいことや振動源によって卓越する周波数

は異なることがわかります． 

 また，対象サイトでは，測定と併せて表面

波探査とアレー微動観測を実施し，表面波の

位相速度と内部減衰 Qを把握しました．1),2) 

３．工事振動の予測事例 

 工事振動を含む環境振動の予測で広く用い

られる手法に，測定結果を用いた経験的予測

手法があります．これは，ある箇所の振動測

 

振動源
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ブルドーザの移動範囲
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振動レベル計
ブルドーザの移動範囲中央
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5m
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X

Y
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図 1 振動源とセンサーの位置（平面図） 
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(a) 半径方向 (b) 接線方向 (c) 鉛直方向 

図 2油圧ショベルの土落とし（P-2）の波形 
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(a) 油圧ショベルの地面叩

き: P-1 

(b) 油圧ショベルの土落

とし: P-2 
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(c) サイレントパイラー: S (d) ブルドーザ: B 

図 3 22m測定点におけるフーリエ振幅スペクトル 
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定結果から，他の位置の振動を予測する手法です．本手法では，振動源から r だけ離れた位置（以下，

予測位置といいます）の振幅 P (r, f)は以下の通り示されます． 

                  (1) 

ここで，P0 (r0, f)は振動源から r0だけ離れた位置（以下，基準位置といいます）の振幅，fは周波数，V(f)

は波動伝播速度，Q(f )は内部減衰です．また，実体波の場合 n=1，表面波の場合 n=0.5です． 

 本手法を工事振動に適用し，予測位置を振動源からそれぞれ 22m，32mとした際の P-2 の振動の予測

結果を図 4および図 5に示します．今回は V(f)に，表面波の位相速度を用い，n=0.5としました．基準位

置はそれぞれ 2m，12mとし，基準位置と予測位置間の距離を 20mで固定しました． 

 まず，振動源から 22mの位置の予測結果（図 4）では，測定記録のピーク周波数を再現できていない

ことがわかります．一方，振動源から 32m の位置の予測結果（図 5）では，1-100Hz の広帯域において

周波数特性を概ね再現できています．これは，(1)式において表面波のみを考慮したことから，表面波が

卓越する遠方の方が予測条件に近いためと考えられます． 

４．まとめ 

 本記事では，経験的予測手法により，1-100Hz の広帯域において鉛直動及び水平動の工事振動の予測

が可能であることを示しました．一方，本記事の経験的予測手法では，基準位置の設定が予測精度に大

きく影響します．表面波が実体波よりも十分大きくなる位置を基準位置とすることで予測精度が向上す

ると考えられますが，その位置の把握にはより多くの知見が必要です．特に水平動に関しては知見が少

ないため，今後も検討を進めていきたいと考えています． 

参考文献 

1) 津野靖士，野寄真徳，横山秀史：工事振動への経験的予測手法の適用性に関する検討，日本建築学

会環境系論文集，第 84巻，第 755号，pp.21-28，2019.1 

2) 野寄真徳，津野靖士，横山秀史：工事振動への経験的予測手法の適用性に関する検討（その２）：

周波数特性の予測，日本建築学会環境系論文集，第 89巻，第 826号，pp.702-712，2024.12 

執筆者：防災技術研究部  地質研究室    野寄真徳 

担当者：防災技術研究部  地質研究室    横山秀史 
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(a) 半径方向 (b) 接線方向 (c) 鉛直方向 

図 4 測定値と予測値の比較（油圧ショベルの土落とし（P-2），予測位置：振動源から 22m位置） 
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(a) 半径方向 (b) 接線方向 (c) 鉛直方向 

図 5 測定値と予測値の比較（油圧ショベルの土落とし（P-2），予測位置：振動源から 32m位置） 

 



施設研究ニュース No.422 2025.10.1 

5/8 

レール交換周期延伸および周期交換撤廃の手引き 

 

1．はじめに 

 営業線で使用されているレールについて，一部の鉄道事業者では曲げによる疲労破壊の防止を目的と

して，レールの疲労寿命に達する前に周期的なレール交換を実施しています．また，その交換周期は累

積通過トン数（軸重×車軸通過回数）に基づいて設定されています．ここで，レールの全寿命は，ある

時点までのレールの使用履歴と，ある時点からの残存寿命（余寿命）の和として評価しており，後者に

ついては載荷回数と破断までの繰返し回数の関係を示す S-N 曲線を用いて算定することができます． 

 レールの交換周期は，レールの曲げ疲労に着目した疲労試験結果に基づき定められていますが，レー

ル底部に生じる曲げ応力が小さい「健全な状態」で使用されたレールについては，交換周期を超えてさ

らに長期間にわたり使用できると考えられます．一方，浮きまくらぎが生じている，あるいはレール頭

頂面に局所的な凹凸が確認されるような，「健全でない状態」で使用されるレールではレール底部曲げ応

力が過大となり，レールの疲労限度を上回ることで交換周期に至る前にレール底部より疲労損傷が発生

する場合があります． 

 そこで，鉄道総研では健全な状態で交換周期に達したレールに各種疲労試験を実施して交換周期延伸，

さらに周期交換撤廃の可能性を検証するとともに，健全でない状態で使用されるレールの疲労健全度を

定量評価する方法を提案し，軌道保守管理データベースシステム LABOCSへ実装しました． 

 本稿では，これらに関する研究成果と，研究で得られた知見に基づき作成した「レール交換周期延伸

および周期交換撤廃の手引き（案）」についてご紹介します． 

2．経年レールの疲労試験 

 健全な状態で使用され，交換周期に達したレールの

疲労特性を把握するため，現行の交換周期の通過トン

数である 10億トン程度に達した溶接部，母材，および

伸縮継目部より収集した経年レールを対象に，実レー

ルの疲労試験および載荷回数が 5億回（通過トン数：

50億トン相当）の回転曲げの疲労試験を実施しました．

その結果，経年レールの疲労試験結果は新品レールの

S-N 曲線と比較して疲労強度の減少がほとんど見られ

ず（図 1），健全な状態で使用されていれば 10 億トン

を超える長期の使用，さらには交換周期の撤廃も可能であることが明らかとなりました． 

3．レール疲労健全度評価法による管理 

 浮きまくらぎおよびレール頭頂面の局所的な凹凸が確

認され，著大なレール底部曲げ応力が生じるような状態

で使用されるレールを対象に応力測定を実施した結果

（図 2）や，軌道条件を模擬した数値解析の結果より，

列車通過時にレールに生じる応力が健全な状態で生じる

応力の数倍に達し，荷重が繰返し作用しても疲労破壊を

生じない最大応力である疲労限度を超過して損傷を引き

起こすことが明らかとなりました． 

以上に示した知見に基づき，軌道変位や軸箱加速度といった軌道検測データより算定したまくらぎの

浮き量とレール頭頂面凹凸量を用いて，数値解析により輪重および横圧成分それぞれに対応したレール

図 1 経年実レールの疲労試験結果例 

0.8 

図 2 列車通過時のレール底部曲げ応力 

ー浮き量 12mm、凹凸 2mm  ー健全 
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発生応力を推定し，その結果よりレールの疲労限度と発生応力の比から求められるレール疲労健全度を

推定する方法を提案しました（図 3）．レール疲労健全度は次式により求めることができます． 

 

ここに， はレール疲労健全度， はレール底部曲げ応力（MPa）， はレールの疲労限度（MPa）で

す． 

レール疲労健全度は，疲労損傷に対する健全度を定量的に評価するものです．レール頭頂面凹凸量や

浮きまくらぎが生じた箇所の浮き量が増加すると，レール底部曲げ応力が大きくなります．この時，レ

ール疲労健全度は低下します．レール疲労健全度評価では，疲労限度の 80%をき裂発生限度とし，10%

の余裕を見て疲労限度の 70%，つまりレール疲労健全度としては 0.3 以上の値となるよう管理すること

を提案しました． 

レール疲労健全度は，既に軌道保守管理データベースシステム LABOCS（Ver.4.3 以降）に実装され，

軌道検測データからバッチ処理により得られたレール疲労健全度がチャート上に表示され視覚的に把握

することが可能です（図 4）．また，チャートに表示されたレール疲労健全度に応じて，レール交換を実

施するか，あるいはレール底部曲げ応力を増大する要因であるレール頭頂面凹凸や浮きまくらぎを改善

するか，保守上の処置を選択することができます．この LABOCS に実装されたレール疲労健全度評価法

は，既に複数の鉄道事業者におけるレールの保守管理業務で利用が始まっています． 

 

4．手引きの作成と今後の活用について 

 前章までに述べたように，健全な状態で使用されたレールの交換周期延伸，更には周期交換撤廃が可

能であるという知見，および提案したレール疲労健全度評価法を組み合わせることにより，レール折損

のリスクを低減しつつ，レールを長期に使用していくための方策を提案しました．鉄道総研では，この

方策をより多くの鉄道事業者でご活用いただけるよう，「レール交換周期の延伸および周期交換撤廃のた

めの手引き（案）」（以下，手引き案）を取りまとめました．この手引き案は以下の構成から成ります． 

 ・適用範囲 ・軌道条件，車両条件 

・適用方法（レール交換周期の延伸／周期交換を撤廃する場合／レール健全度評価方法の活用） 

 本稿発行（2025 年 10 月）時点で，この手引き案は鉄道総研の鉄道技術推進センターの会員用ウェブ

サイト（https://www.rtri.or.jp/tecce/sui/sin/loginForm.jsp）に掲載され，会員の皆さまに対して意見照会を

行っています．今後は意見照会で得られたご意見を参考に修正を図って正式版を発行した後，鉄道事業

者のレールの保守管理の実務で役立てていただけるものと考えます． 

 

執筆者：軌道技術研究部 レールメンテナンス研究室 弟子丸 将 

担当者：軌道技術研究部 レールメンテナンス研究室 細田 充 

図 3 レール疲労健全度の推定フロー 図 4  LABOCSで表示されるレール疲労健全度 



施設研究ニュース No.422 2025.10.1 

7/8 

トンネル検査における 

要注意箇所投影装置のマルチマウント化 

 

1．はじめに 

 日本の鉄道トンネルは，戦前または高度経済成長

期に建設されたものが多く，建設から 50年以上経過

したものが大半を占めています．そのため，古くか

ら定期的な検査の周期や方法などが体系化され，経

験豊富な技術者による定期検査のもと，適切な維持

管理がなされてきました．しかしながら，日本の鉄

道トンネルの総延長は約 4000km にも及び，さらに

今後は少子化に伴う労働人口の減少も見込まれてい

るため，検査業務の効率化が課題になっています．

そこで，鉄道トンネルの定期検査の高速化と省力化

を図るため，デジタル技術を活用した 2つのトンネ

ル検査支援システムを開発しました． 

 一つめは，トンネル覆工撮影画像から，AIを用い

てひび割れ以外の変状や補修跡も検出し，トンネル

全体の健全度の目安と，重点的に調査すべき要注意

箇所を自動で抽出する「変状抽出・健全度判定アプ

リ」です（図 1）． 

 二つめは，現地での調査箇所の目印として，トン

ネル壁面に，要注意箇所を投影することができる「要

注意箇所投影装置」です（図 2）． 

 今回は，「要注意箇所投影装置」について装置改良

を実施し，マルチマウント化を試みたため，その内

容について紹介します． 

 

2．要注意箇所投影装置の概要 

 要注意箇所投影装置の主な構成は，プロジェクタ

ー，プロジェクターを軽便トロへ固定するための回

転台座，制御 PC および移動距離測定装置からなり

ます．変状抽出・健全度判定アプリから，正方形の

メッシュ図に要注意箇所を赤色で塗りつぶした連続

画像を転送し，軽便トロを走行させながら定位置に

投影することができます．その際，任意のトンネル

形状に合わせてメッシュ図を幾何学的に補正し，正

しく正方形で投影する機能を有しています． 

 投影精度の検証のため，照度を調整できる暗室内

に設置した約 1/3 スケールのトンネルモックアップ

 

 

図 1 変状抽出・健全度判定アプリの概要 

 

要注意箇所
要注意箇所
投影装置

目視,打音による
検査を実施

課題

暗い坑内で
手元の紙資料
を見て変状を探す

置き換え

提案

従来

超短焦点プロジェクター

回転台座 制御PC

移動距離測定装置
（           ）

 

図 2 要注意箇所投影装置の概要 
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にて，プロジェクターの照度やメッシュの補正精度，移動距離測定精度が実用に問題ないことを確認し

ました．また，実際の鉄道トンネルにおいても本装置を用いた投影試験を実施し，代表的なトンネル形

状である馬蹄形，矩形および円形のトンネル断面形状においても，正方形のメッシュを問題なく投影で

きることを確認しました． 

 

3．要注意箇所投影装置のマルチマウント化 

 先述の投影装置は，軽便トロに装置一式を搭載して

おり，徒歩による検査を想定しておりました．しかし

ながら，作業車や高所台車を使用する事業者も多いこ

とから，図 3のように，軽便トロによらない投影装置

への改良を実施しました． 

 一つめは，プロジェクターを小型化し，2 つのプロ

ジェクターで分割投影できるシステムへの改良です．

モックアップへの分割投影の状況を図 4に示していま

す．これより，市販の取付治具にて小型のプロジェク

ターを適切な角度で固定することで，要注意箇所を示

すメッシュ図を広範囲に投影できることを確認しまし

た． 

 二つめの改良は，移動距離の計測を，軽便トロに搭

載したロータリーエンコーダから，独立型の高精度レ

ール距離測定装置への変更です．高精度レール距離測

定装置と制御プログラムを連動させ，製作した治具で

距離測定装置を固定することで，作業車等での距離測

定が可能となりました．固定治具は，カントによる作

業車等の傾きに追随して距離測定装置も傾斜して固定

される仕様としており，安定した計測が可能です．ま

た測定精度についても，ロータリーエンコーダを使用

する場合に比べて向上することが期待されます． 

 

4．おわりに 

 鉄道トンネルの定期検査業務の効率化を目的として開発したシステムのうち，要注意箇所投影装置の

改良内容について紹介しました．今後も，本投影システムの適用拡大に向け，プロジェクターの小型化

と分割投影の機能性向上に向けた検討を進める予定です． 

 

執筆者：構造物技術研究部 トンネル研究室 山下 雄大 

担当者：構造物技術研究部 トンネル研究室 仲山 貴司，野城 一栄 
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高精度レール距離測定装置との連動

小型プロジェクタ2台で分割投影

 

図 3 投影装置の改良箇所 

 

図 4 小型プロジェクターによる分割投影 
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